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☆国際化・共生社会という言葉のまやかし☆
内訳わけﾞ

Ｑ　国際化、共生社会なのだから外国人に選挙権を与えてもいいのでは？-
Ａ　自国の政治を外国人に操られるのは国際化とは言いません。

Ｑ　税金を払っているなら選挙権を与えてもいいのではないですか？
Ａ　納税は行政サービスの為の原資であり、選挙権の対価ではありません。
納税が選挙権を得る為の前提でないのは普通選挙制の常識です。
Ｑ　外国人に選挙権を与えている国もありますが？
Ａ　ＥＵなどごく一部の国が特殊な事情によって認めている例はありますが、
それを無理に日本に当てはめることは出来ません。

Ｑ　外国人差別なのではないですか？
Ａ　差別ではなく区別です。自国民と外国人との区別は全ての国で行われています。国に対する義務と責任を負っている自国民とそうでない外国人の権利は同等ではありません。

Ｑ　在日韓国人は無理やり日本に連れて来られたのではないですか？
Ａ　いわゆる強制連行をされたのは数百人であり、経済的事情等で移り住んできた人たちが大部分です。
戦後は帰国事業も行われました。日本国籍を持っていた韓国人の国籍を韓国籍に戻したのは韓国政府です。
今、日本に住んでいる在日韓国人達は自らの意思で日本に住んでいるのであり、いつでも帰国できるのです。

Ｑ　地方参政権だけなら大丈夫ではないですか？
Ａ　地方議会、地方自治体は国にさまざまな働きかけを行い国政に対する影響力を持っています。

　　また、地方議員は国会議員を支える大きな存在でもあります。結果的に地方参政権といえども国政にも影響を及ぼすのです。最終的に国政の被選挙権を求めてくるステップの一つにすぎません。
　　例えば、領土問題や基地問題を抱えている自治体の選挙において、相手国の国民に選挙権を与えることは極めて危険です。
☆自治基本条例・市民参画条例に隠された危険性☆
Ｑ　参政権以外の方法で政治参画するというのはどうですか？
Ａ　住民投票条例で外国人の投票権を認めることは、いずれ外国人参政権を認めることに繋がります。

自治基本条例や市民参画条例の市民の定義に在住外国人等を含めている自治体もありますが、その自治体に住んでいるという事と、政治参画する資格があるという事は別の事なのです。その自治体に対する義務と責任を同等に負っていない人の政治参画が制限されるのは当然の事です。
選挙権がなくても、行政に意思を伝えることは出来ますし行政サービスを受けることも出来ます。
これらの条例の本質は、政治参画する資格のない人や団体に政治参画する権利を与えようというものです。

☆国民主権と憲法１５条を守りましょう☆
憲法１５条には公務員の選定・罷免を「 国民固有の権利 」と明記されています。ここで言う公務員には議員や首長が含まれます。憲法９３条で地方参政権を持つと定められる「 住民 」について、平成７年２月の最高裁判決は「 日本国民を意味するもの 」としています。
つまり地方参政権を持つ住民は、憲法１５条で定める国民固有の権利を有する者である事が前提となります。
詳しくお知りになりたい方は→外国人参政権＠ＷＩＫＩ　http://www6.atwiki.jp/sanseiken/



☆外国人参政権に反対しましょう☆


年金･天下り･事業見直し等々、多くの政治における問題がマスコミを賑わしています。しかし、国民の為に最優先すべき政策でなく、日本の政治家として行ってはならない政策を優先しようとする動きもあります。その一つが外国人参政権です。その名のとおり外国人に日本の選挙権を与えようというものです。
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